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 議案第３７号

　　　令和５年度渋川市伊香保温泉観光施設事業特別会計予算 

　令和５年度渋川市の伊香保温泉観光施設事業特別会計の予算は、次に定め

 るところによる。

 　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７６，４８６千円と定

 　める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入

 　歳出予算」による。

 　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定に

　より起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率

 　及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

 　　令和５年２月２７日提出　

 渋川市長　髙　木　　　勉　　







　　　　　第　　２　　表　　　　　地　　　　方　　　　債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利  率 償還の方法 

ロープウェイ施設事業 30,400

証書借入又
は証券発行

年5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで
きる。

合　　　　計 30,400
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伊香保温泉観光施設事業特別会計予算説明書 

 

 

 

 

 

 添付書類

 　○　歳入歳出予算事項別明細書

　　１　  総　括

　　２　  歳　入

　　３　  歳　出

 　○　給与費明細書

　○　地方債の令和３年度末における現在高並びに令和４年度末及び令和５年度末に

おける現在高の見込みに関する調書   　　　　　　

 























１　一般職
　　（１）　総　括 （単位：千円）

注　（　 ）内は、再任用短時間勤務職員及び、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務
 　時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

注　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて
   記載、（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度
（ 24 ）

3 24,721 12,827 7,832 45,380 4,467 49,847

前年度
（ 23 ）

3 23,456 12,770 7,747 43,973 4,420 48,393

比　 較
（   1 ）

1,265 57 85 1,407 47 1,454

職員手当
内訳

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

前年度 1,056 477

時 間 外 勤 務
手 当

本年度 1,056 291 400
474

比　 較 -186 -74

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

本年度 21 3,080 2,567
前年度 21 2,876 2,428
比　 較 204 139

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

地 域 手 当

本年度 417
前年度 415
比　 較 2

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度
（     ）

3 12,827 7,832 20,659 4,113 24,772

前年度
（     ）

3 12,770 7,747 20,517 4,155 24,672

比　 較
（     ）

57 85 142 -42 100

（単位：千円）

職員手当
内訳

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外 勤 務
手 当

本年度 1,056 291 400
前年度 1,056 477 474
比　 較 -186 -74

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

本年度 21 3,080 2,567
前年度 21 2,876 2,428
比　 較 204 139

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

地 域 手 当

本年度 417
前年度 415
比　 較 2
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　　（１）　総　括　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

注　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算基礎になったものについて記載、

   　（　 ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要す

　 る職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

注　給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて記載
 　（（３）給料及び職員手当の状況において同じ）

　　（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

※平均給与は、扶養・住居・通勤・管理職・地域手当を含んだ額

　　　イ　初任給 （単位：円）

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度
（ 24 ）

24,721 24,721 354 25,075

前年度
（ 23 ）

23,456 23,456 265 23,721

比　 較
（   1 ）

1,265 1,265 89 1,354

職員手当
内訳

区　分 期 末 手 当

本年度
前年度
比　 較

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備考

給　　料 57

給与改定に伴う増加分 対象者なし

昇給に伴う増加分 14

その他の増減分 43 職員の異動による

職員手当 85
制度改正に伴う増加分 128 勤勉手当  1.9月 → 2.0月

その他の増減分 -43 職員の異動による　他

区　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 備　考

令和５年
１月１日現在

平均給料月額 （円） 355,933

平均給与月額 （円）

平　均　年　齢 （歳）

404,891

平　均　年　齢 （歳） 54.3

354,300

平均給与月額 （円） 403,209

53.3

区　分 一般行政職 技能労務職 国の制度一般行政職

令和４年
１月１日現在

平均給料月額 （円）

高　校　卒 154,600 154,600 154,600

短　大　卒 167,100

大　学　卒 185,200 185,200
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　　　ウ　級別職員数

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（級別の基準となる職務）

区　　分 級
一般行政職 技能労務職

職員数
（人）

構成比
(％）

職員数
（人）

構成比
(％）

令和５年
１月１日現在

１級
(   ) (   ) (   ) (   )

２級
(   ) (   ) (   ) (   )

３級
(   ) (   ) (   ) (   )

1 33.3

４級
(   ) (   ) (   ) (   )

2 66.7

５級
(   ) (   ) (   ) (   )

６級
(   ) (   ) (   ) (   )

７級
(   ) (   ) (   ) (   )

８級
(   ) (   ) (   ) (   )

計
(   ) (   ) (   ) (   )

3 100.0

令和４年
１月１日現在

１級
(   ) (   ) (   ) (   )

２級
(   ) (   ) (   ) (   )

３級
(   ) (   ) (   ) (   )

1 33.3

４級
(   ) (   ) (   ) (   )

2 66.7

５級
(   ) (   ) (   ) (   )

６級
(   ) (   ) (   ) (   )

７級
(   ) (   ) (   ) (   )

８級
(   ) (   ) (   ) (   )

計
(   ) (   ) (   ) (   )

3 100.0

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

一般行政職 主事 主事 技能主任・技能主査 班長 課長補佐 課長 参事・副部長 部長
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　　　エ　昇　給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

区　　分 合　計
職種別内訳

一般行政職 技能労務職

本
年
度

職 員 数 (A) (人) 3

号給数別
内訳

１号給 (人)

3

昇給に係る職員数 (B) (人) 3 3

２号給 (人) 2 2

３号給 (人)

４号給 (人) 1 1

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

比 較 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

前
年
度

職 員 数 (A) (人) 3

号給数別
内訳

１号給 (人)

3

昇給に係る職員数 (B) (人) 3 3

２号給 (人) 2 2

３号給 (人)

４号給 (人) 1 1

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

比 較 (B)／(A) (％) 100.0 100.0

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等

による加算措置
備　考

６月（月分） １２月（月分）

本年度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.200 2.200 4.40

前年度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.150 2.150 4.30

国の制度
（　　　　） （　　　　） （　　 　）

有
2.200 2.200 4.40
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　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　　キ　特殊勤務手当

（％）

（％）

　　　ク　その他の手当

定年前早期退職特例措置
(２％～45％加算）

区　　　分
２０年

勤続の者
（月分）

２５年
勤続の者
（月分）

３５年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　　　　　　　分 全職種
職種別内訳

一般行政職 技能労務職

国の制度
（支給率等）

24.586875

 給料総額に対する比率　

 支給対象職員の比率　

 （令和５年１月１日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ

地域手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ
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（単位：千円）

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 末

区　　　　分 令 和 ５ 年 度 中 令 和 ５ 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

ロープウェイ施設事
業

174,000 169,185 30,400 8,669 190,916

駐車場整備事業 19,800 19,800 2,804 16,996

合　　計 193,800 188,985 30,400 11,473 207,912

地方債の令和３年度末における現在高並びに令和４年度末及び

令和５年度末における現在高の見込みに関する調書

令 和 ５ 年 度 中 増 減 見 込 み
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